
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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ノバシステム株式会社



(1) 発行可能株式総数 4,800,000株
(2) 発行済株式の総数 1,402,500株
(3) 株主数 725名

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 ( ％ )

芳 山 政 安 472,000 33.65

ノ バ シ ス テ ム 従 業 員 持 株 会 133,800 9.54
ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　ＢＮＹＭ 
ＦＯＲ　ＢＮＹＭ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ 
Ａ Ｃ Ｃ Ｔ Ｓ 　 Ｍ 　 Ｉ Ｌ Ｍ 　 Ｆ Ｅ

59,600 4.25

河 鳳 基 40,000 2.85

株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 40,000 2.85
Ｇ Ｏ Ｌ Ｄ Ｍ Ａ Ｎ 　 Ｓ Ａ Ｃ Ｈ Ｓ
Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ 35,800 2.55

林 潤 24,000 1.71

楽 天 証 券 株 式 会 社 23,000 1.64

平 山 貞 美 20,000 1.43

川 上 秀 樹 20,000 1.43

成 田 由 奈 20,000 1.43

西 山 仁 徳 20,000 1.43

１. 株式の状況（2023年12月31日現在）

(4) 大株主(上位12名)

（注）１. 自己株式は保有しておりません。
２. 当社代表取締役社長芳山政安氏の持株数には、同氏が議決権の100％を直接所有する資産管理会社の

株式会社シリウスが所有する株式数172,000株（12.26％）を含めた実質所有株式数を記載しており
ます。

(5) その他株式に関する重要な事項
　発行済株式の総数は、2023年３月29日を払込期日とする公募増資による新株式発行により
150,000株、同年５月１日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連して
行う第三者割当増資による新株式発行により52,500株、それぞれ増加しております。
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第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2020年12月24日

新 株 予 約 権 の 数 910個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 18,200株
(新株予約権１個につき20株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額  新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 13,300円
(１株当たり　665円)　

権 利 行 使 期 間 2022年12月25日から
2030年12月22日まで

行 使 の 条 件 （注）３

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 910個
保有者数 ２名　

２. 新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権
の状況

（注）１．社外取締役には新株予約権を付与しておりません。
　　　２．2022年10月１日付で行った１株を20株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
３．①新株予約権発行時において当社従業員であった者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社

子会社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由がある場合にはこの限りではない。

②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
③新株予約権者は、当社株式がいずれかの金融商品取引所に上場（以下「株式公開」という。）がな

されるまでの期間、及び株式公開から１年が経過するまでの期間は、新株予約権を行使することが
できない。

④新株予約権者は、前各号の条件を充たしたうえで、次の（ａ）及び（ｂ）の期間内において、割り
当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下「行使可能割合」という。）の個
数を上限としてこれを行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数
が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
（ａ）株式公開日から２年を経過する日以降：行使可能割合　50％
（ｂ）株式公開日から４年を経過する日以降：行使可能割合　100％
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,200千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,200千円

３. 会計監査人の状況
(1) 名称 仰星監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。
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４. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役及び使用人は法令や定款の順守及び倫理に基づき誠実で公正な行動をすることを根幹
とし、これを「コンプライアンス基本方針」に定める。
　取締役及び使用人は組織、職務分掌、職務権限に関する各規程に従い業務を執行する。
　当社は、リスクコンプライアンス委員会を原則、四半期に１度開催し、取締役の業務執行が
当社の事業上のリスクや法令遵守の状況を確認し、法令に適合する体制を構築している。

② 取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、株主総会議事録等、取締役の職務の執行に係る重要文書を文書管理規程に
従い適切に保存・管理し、取締役はこれらの文書を常時閲覧可能とする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスクコンプライアンス規程」に基づき、リスクコンプライアンス委員会を設置し、各リ
スクについて網羅的、体系的な管理を実施する。
　不測の事態が発生した場合には、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門機関とともに、迅速
かつ的確な対応を行い、損害やリスクの拡大を最小限にとどめる体制を整備する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の遂行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、定時取締
役会を原則、月１回開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合の当該使用人に関する事項及
びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を配置する体制をとる。
　当使用人の取締役からの独立性を確保するため、取締役の指揮、命令を受けないものとし、
当使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等については監査役の同意を得る。
　補助使用人への職務権限の付与、同使用人への指揮命令権を監査役が有する旨を明確にする
等、監査役から同使用人への指示について、その実効性を担保するために必要な措置を講じ
る。また、補助使用人の評価については、監査役の評価を加味して行う。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人は、法令、定款及び社内規程、その他重大な倫理に違反したこと又は会社
に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、速やかに監査役に報告する。
　監査役又は監査役会に対して、定期的に報告を行う事項及び報告を行う取締役を、監査役と
協議して決定する。臨時的に報告を行うべき事項についても同様とする。
　内部通報制度に基づく通報及び監査役に対する職務の執行状況その他に関する報告を行った
ことを理由として、不利益な取り扱いを行うことを禁止し、「内部通報制度運用規程」で定め
る通報者の保護に基づき、当該報告をした者の保護を行う。

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じる。
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⑧ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会に出席する他、必要と認める重要な会議に出席し、意見を述べることが
できる。
　監査役は、代表取締役社長と定期的な会合を開催し、意見交換を行う。
　監査役と内部監査室及び会計監査人との定期的な情報交換等を通じて得られる多様な意見に
ついて、その提起を積極的に求める。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務諸表に係る内部
統制の仕組みの構築を行い、継続的に評価し、不備があれば是正を行う体制を整備する。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え及びその整備状況
　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して、その圧力に屈するこ
となく、毅然とした態度で臨むものとし、これらの勢力からの要求を断固拒否し、一切の関係
を持たないことを基本方針とする。
　顧問弁護士及び所轄警察署と連携を図りながら、引き続き反社会的勢力を排除するための体
制の整備を推進する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

① 毎月の定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の決議、予算計
画の進捗状況、その他業務執行状況に関する審議及び報告を通じて経営情報を共有しており
ます。

② リスクコンプライアンス委員会が３回開催され、リスクの定期的見直し、法令改正に伴う影
響等の適時把握、情報の共有化、コンプライアンス抵触可能性事項発生時の対処の検討及び
法令に基づく実務を確実に遂行するための定期報告等を行っております。

③ 監査役は、取締役会や経営会議等の重要会議に出席し、業務執行の適正性を監査しておりま
す。また、当社代表取締役社長及び他の取締役、内部監査室、会計監査人との情報交換を実
施し、より実効的な監査体制の構築に努めております。
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(2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 139,750 127,750 127,750 702,498 702,498 969,998
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 158,355 158,355 158,355 316,710
当 期 純 利 益 342,235 342,235 342,235

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 158,355 158,355 158,355 342,235 342,235 658,945
当 期 末 残 高 298,105 286,105 286,105 1,044,734 1,044,734 1,628,944

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
評価・換算差
額 等 合 計

当 期 首 残 高 193,023 193,023 1,163,022
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 316,710
当 期 純 利 益 342,235

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △24,795 △24,795 △24,795

当 期 変 動 額 合 計 △24,795 △24,795 634,150
当 期 末 残 高 168,228 168,228 1,797,172

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　仕掛品
　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。
②　貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物 ８～47年
　機械及び装置 ７年
　工具、器具及び備品 ３～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 受注損失引当金
　当事業年度末において、損失の発生が見込まれる受注契約について将来の損失に備えるため、その損
失見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は
含まれておりません。
(1) システムインテグレーション（派遣契約、準委任契約）

　派遣契約、準委任契約に係る取引につきましては、履行義務は契約期間にわたり技術者及び技術力を
提供することであり、当該履行義務は契約期間にわたり労働時間の経過につれて充足されることから、
収益は当該履行義務が充足される期間において契約に定められた金額を認識しております。

(2) システムインテグレーション（請負契約）
　請負契約によるソフトウエア開発取引につきましては、成果物を顧客に移転する履行義務を充足する
につれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法を適用しております。
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(3) クラウドサービス
　クラウドサービスは、主にクラウドを主としたシステムと関連機器の販売、その保守の提供を行って
おります。このようなサービスの販売については、サービス導入までに係る新規導入設置料はサービス
提供開始時点で、その後の利用料は提供期間にわたって、収益を認識しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（損益計算書）
　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「確定拠出年金返還金」は、営業外収益
の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。
　なお、前事業年度の「確定拠出年金返還金」は1,264千円であります。

（単位：千円）
当事業年度

繰延税金資産 38,733
繰延税金負債 81,892
繰延税金負債の純額 43,158

（単位：千円）
当事業年度

売上高 2,597

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
　将来減算一時差異に対して、将来の課税所得の見積りに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断し
ております。

②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　課税所得の見積りの基礎となる当社の取締役会で承認された将来の事業計画における主要な仮定は、
売上成長率及び売上総利益率です。売上成長率及び売上総利益率は、過年度の実績と技術者人員計画に
基づき、市場環境を勘案して見積っております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
　当該見積りは、将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提としての条件や仮定に変
更が生じた場合、翌事業年度の計算書類の繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能
性があります。

２．収益認識
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額（検収済みの案件を除く。）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法及び金額の算出に用いた主要な仮定につきましては、
「個別注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４.　収益及び費用の計上基準」、「個別注記
表（収益認識に関する注記）」に記載した内容と同一であります。
　なお、各プロジェクトの開発を進める中でシステム仕様の変更や予期せぬ事象の発生により原価総額の
見積りに変更が生じた場合、進捗度の算定に影響が生じる可能性があり、翌事業年度の計算書類において
認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 145,105千円

未払金 1,500千円

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

営業取引による取引高
販売費及び一般管理費 11,700千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

普通株式 1,402,500株

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

２．当事業年度末の自己株式の種類及び株式数
該当事項はありません。

３．剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

４．当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる
株式の種類及び数
該当事項はありません。
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繰延税金資産
貸倒引当金 23千円
受注損失引当金 28千円
長期未払金 13,931千円
未払事業税 9,369千円
未払退職給付費用 2,265千円
未払事業所税 2,142千円
資産除去債務 10,307千円
その他 859千円
繰延税金資産小計 38,928千円
評価性引当額 △194千円
繰延税金資産合計 38,733千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △7,716千円
その他有価証券評価差額金 △74,175千円
繰延税金負債合計 △81,892千円
繰延税金負債の純額 △43,158千円

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当社は、必要な資金については、原則として自己資本を充当しておりますが、資金調達が必要な場合に
は、主に銀行借入により資金を調達する方針であります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し
ております。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上の関係を有
する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。また、借入金、社債は、
運転資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年であります。このうち、一部は
金利変動のリスクに晒されております。
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貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券 297,864 297,864 －

資産計 297,864 297,864 －

(1) 社債 50,000 49,861 △138

(2) 長期借入金(*1) 844,070 844,070 －

負債計 894,070 893,931 △138

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取
引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。
②　市場リスクの管理
　借入金の金利変動リスクについては、随時、市場金利の動向を監視する等により対応しております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき、手許流動性の維持に努めることにより、流動性リスクを管理しておりま
す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等（「関係会社株式」（貸借対照表計上額3,339千円））は、次表には含め
ておりません。

（単位：千円）

(*1) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金も含まれております。
(*2) 「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「未収入金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人

税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 297,864 － － 297,864

資産計 297,864 － － 297,864

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 49,861 － 49,861

長期借入金 － 844,070 － 844,070

負債計 － 893,931 － 893,931

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
　元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後大き
く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっ
ており、レベル２の時価に分類しております。
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（持分法損益等に関する注記）
　当社が所有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた
め、記載を省略しております。

（単位：千円）

システムインテグレーション クラウドサービス 合計

一時点で移転される財 － 37,555 37,555

一定の期間にわたり移転される財 5,346,135 39,026 5,385,161

顧客との契約から生じる収益 5,346,135 76,581 5,422,716

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 5,346,135 76,581 5,422,716

（単位：千円）
当事業年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 689,097 1,013,539

契約資産 93,636 2,856

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表（重要な会計方針に係る
事項に関する注記）　４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1）契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権及び契約資産の期首及び期末残高は以下のとおりであります。

　契約資産は、主として請負契約に基づくソフトウエア開発について、その履行義務の充足に応じて認識
する収益の対価に対する権利のうち、未請求のものであり、対価に対する権利が請求可能となった時点で
顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

(2）残存する履行義務に配分された取引価格
　当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重
要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また顧客との契約から生じる対
価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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１．１株当たりの純資産額 1,281円41銭
２．１株当たりの当期純利益 251円64銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
　該当事項はありません。
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